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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成31年２月８日

【四半期会計期間】 第153期第３四半期(自 平成30年10月１日 至 平成30年12月31日)

【会社名】 株式会社福島銀行

【英訳名】 THE FUKUSHIMA BANK, LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 加 藤 容 啓

【本店の所在の場所】 福島県福島市万世町２番５号

【電話番号】 024(525)2525(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役企画本部長 佐 藤 明 則

【最寄りの連絡場所】 埼玉県さいたま市大宮区宮町二丁目81番地

　いちご大宮ビル４階

株式会社福島銀行 大宮支店

【電話番号】 048(643)2830(代表)

【事務連絡者氏名】 支店長 橘 英 之

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社福島銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区宮町二丁目81番地

　 いちご大宮ビル４階)

(注) 大宮支店は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありません

が、投資者の便宜のため縦覧に供する場所としております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

平成29年度第３四半期
連結累計期間

平成30年度第３四半期
連結累計期間

平成29年度

(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

経常収益 百万円 10,515 9,556 13,618

経常利益（△は経常損失） 百万円 278 191 △1,355

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 177 146 ――

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

百万円 ―― ―― △3,120

四半期包括利益 百万円 1,167 △2,355 ――

包括利益 百万円 ―― ―― △1,720

純資産額 百万円 32,488 27,244 29,601

総資産額 百万円 771,794 730,057 746,773

１株当たり
四半期純利益

円 7.71 6.37 ――

１ 株 当 た り 当 期 純 損 失
（△）

円 ―― ―― △135.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

円 ― ― ――

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

円 ―― ―― ―

自己資本比率 ％ 4.18 3.70 3.94

平成29年度第３四半期
連結会計期間

平成30年度第３四半期
連結会計期間

(自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日)

(自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純損失
（△）

円 △11.14 △0.54

(注) １ 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 平成29年10月１日付で普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。平成29年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

４ 自己資本比率は、(四半期末(期末)純資産の部合計－四半期末(期末)非支配株主持分)を四半期末(期末)資産

の部の合計で除して算出しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

（金融経済環境）

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境は底堅く推移しているものの、株式市場

の下落や海外経済の弱含みの影響を受け、回復の動きが足踏みの状態にあります。

当行が主たる営業基盤とする福島県の経済は、公共投資や住宅投資が減少傾向にあるものの、雇用・所得環境の

改善を背景に個人消費に緩やかな持ち直しの動きが見られ、緩やかに回復しております。

（預貸金等の状況）

当第３四半期連結会計期間末の総預金（譲渡性預金を含む）は、個人預金の減少等から、前連結会計年度末比

10,683百万円減少し、690,406百万円となりました。

貸出金は、個人ローンは増加したものの、事業性貸出金が減少したこと等から、前連結会計年度末比3,660百万円

減少し、500,036百万円となりました。

有価証券は、投資信託及び国債等の減少から、前連結会計年度末比21,208百万円減少し、123,488百万円となりま

した。

（損益の状況）

当第３四半期連結累計期間の経常収益は、役務取引等収益が増加したものの、有価証券利息配当金の減少等によ

り、前第３四半期連結累計期間比959百万円減少し、9,556百万円となりました。

　経常費用は、有価証券関係損失の減少及び営業経費の減少等により、前第3四半期連結累計期間比872百万円減少

し、9,364百万円となりました。

この結果、経常利益は、前第３四半期連結累計期間比86百万円減少し、191百万円となりました。また、親会社株

主に帰属する四半期純利益は、同30百万円減少し、146百万円となりました。
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（セグメント業績の状況）

「銀行業」の経常収益は、前第３四半期連結累計期間比993百万円減少し、8,156百万円となりました。一方、経

常費用は同901百万円減少し、8,121百万円となりました。この結果、セグメント利益は、同92百万円減少し、35百

万円となりました。

「リース業」の経常収益は、前第３四半期連結累計期間比20百万円増加し、1,256百万円となりました。一方、経

常費用は同46百万円増加し、1,195百万円となりました。この結果、セグメント利益は、同26百万円減少し、61百万

円となりました。

「クレジットカード業・信用保証業」の経常収益は、前第３四半期連結累計期間比22百万円増加し、153百万円と

なりました。一方、経常費用は、前第３四半期連結累計期間比9百万円減少し、153百万円となりました。この結果、

セグメント利益は、同32百万円増加し、0百万円となりました。

(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当行は2018年度から2020年度までの3年間を計画期間とする新中期経営計画

「新生ふくぎん３Ｃプロジェクト」を策定しました。

基本方針（目指す姿）

第１のＣ

―ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ

　事業活動を通じて、地域創生にチャレンジします。

第２のＣ

―ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＡＴＩＳＦＡＣＴＩＯＮ

　お客様の満足、お客様本位を第一に、お客様の夢の実現と課題解決に、全力で取り組みます。

第３のＣ

―ＣＨＡＮＧＥ

　経営基盤（経営資源の再配置・人材育成・働きがいのある職場）を再構築し、収益力の強化を図ります。

(3) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

平成30年９月28日付で新中期経営計画を公表しており、平成31年３月期の業績予想は、親会社株主に帰属する当

期純利益を３億円、単体の当期純利益を１億円としております。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

(6) 従業員の状況

当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員の状況に著しい増加又は減少はありませ

ん。

(7) 主要な設備の状況

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の状況に著しい変動はありません。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は、前第３四半期連結累計期間比1,020百万円減少し、5,427百万円

となりました。これは主に、有価証券利息配当金が減少したことによるものです。

役務取引等収支は、前第３四半期連結累計期間比454百万円増加し、913百万円となりました。これは主に、役

務取引等収益の増加によるものです。

その他業務収支は、前第３四半期連結累計期間比430百万円増加し、△236百万円となりました。これは主に、

国債等債券売却損及び国債等債券償還損が減少したことによるものです。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 6,374 75 △2 6,447

当第３四半期連結累計期間 5,354 75 △2 5,427

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 6,625 77 △9

(1)
6,693

当第３四半期連結累計期間 5,526 77 △10
(1)

5,593

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 250 1 △6

(1)
246

当第３四半期連結累計期間 172 1 △7
(1)
166

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 456 1 ― 458

当第３四半期連結累計期間 911 1 ― 913

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結累計期間 1,371 3 △21 1,353

当第３四半期連結累計期間 1,759 3 △20 1,742

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結累計期間 914 2 △21 895

当第３四半期連結累計期間 847 2 △20 828

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 △696 5 23 △667

当第３四半期連結累計期間 △266 9 20 △236

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結累計期間 379 5 ― 385

当第３四半期連結累計期間 193 9 ― 202

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結累計期間 1,076 ― △23 1,053

当第３四半期連結累計期間 459 ― △20 439

(注) １ 「国内業務部門」とは、国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。

２ 「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。

３ 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前第３四半期連結累計期間１百万円、当第３四半期連結累計期

間１百万円)を控除して表示しております。

４ 「相殺消去額(△)」は、グループ内の取引額であります。

５ 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息(内書き)であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は、前第３四半期連結累計期間比388百万円増加し、1,742百万円

となりました。これは主に、保険の窓口販売手数料が増加したことによるものです。

一方、役務取引等費用は、前第３四半期連結累計期間比66百万円減少し、828百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 1,371 3 △21 1,353

当第３四半期連結累計期間 1,759 3 △20 1,742

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結累計期間 429 ― △18 411

当第３四半期連結累計期間 444 ― △17 426

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 365 3 △1 367

当第３四半期連結累計期間 357 3 △1 359

　うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 9 ― ― 9

当第３四半期連結累計期間 148 ― ― 148

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 15 ― ― 15

当第３四半期連結累計期間 13 ― ― 13

　うち保護預かり・
貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 16 ― ― 16

当第３四半期連結累計期間 15 ― ― 15

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 15 ― △1 13

当第３四半期連結累計期間 13 ― △1 11

　うち保険窓販業務
前第３四半期連結累計期間 49 ― ― 49

当第３四半期連結累計期間 343 ― ― 343

　うち投信窓販業務
前第３四半期連結累計期間 470 ― ― 470

当第３四半期連結累計期間 423 ― ― 423

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 914 2 △21 895

当第３四半期連結累計期間 847 2 △20 828

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 95 2 △1 96

当第３四半期連結累計期間 96 2 △1 96

(注) １ 「国内業務部門」とは、国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。

２ 「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。

３ 「相殺消去額(△)」は、グループ内の取引額であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高(末残)
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 721,391 37 △333 721,095

当第３四半期連結会計期間 690,612 123 △329 690,406

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 353,539 ― △183 353,356

当第３四半期連結会計期間 348,840 ― △329 348,510

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 366,279 ― △150 366,129

当第３四半期連結会計期間 340,099 ― ― 340,099

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 1,572 37 ― 1,610

当第３四半期連結会計期間 1,672 123 ― 1,796

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

総合計
前第３四半期連結会計期間 721,391 37 △333 721,095

当第３四半期連結会計期間 690,612 123 △329 690,406

(注) １ 「国内業務部門」とは、国内店の円建取引であります。

２ 「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。

３ 預金の区分は、次のとおりであります。

　 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

　 定期性預金＝定期預金＋定期積金

４ 「相殺消去額(△)」は、グループ内の取引額であります。

　

国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)
　 　

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内業務部門 498,699 100.00 500,036 100.00

　製造業 28,676 5.75 28,114 5.62

　農業，林業 4,684 0.94 4,002 0.80

　漁業 228 0.05 289 0.06

　鉱業，採石業，砂利採取業 247 0.05 147 0.03

　建設業 25,595 5.13 23,765 4.75

　電気・ガス・熱供給・水道業 3,618 0.73 5,526 1.11

　情報通信業 2,056 0.41 2,382 0.48

　運輸業，郵便業 12,819 2.57 13,069 2.61

　卸売業，小売業 33,019 6.62 31,141 6.23

　金融業，保険業 7,426 1.49 17,041 3.41

　不動産業，物品賃貸業 45,499 9.12 43,650 8.73

　その他の各種サービス業 42,192 8.46 44,165 8.83

　国・地方公共団体 114,006 22.86 104,722 20.94

　その他 178,623 35.82 182,013 36.40

国際業務部門 ― ― ― ―

合計 498,699 ―― 500,036 ――

(注) １ 「国内業務部門」とは、国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。

２ 「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

Ａ種優先株式 90,000,000

計 90,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,000,000 23,000,000
東京証券取引所
市場第一部

(注)

計 23,000,000 23,000,000 ―― ――

(注) 権利内容に何ら限定のない当行における標準となる株式で、単元株式数は100株であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年12月31日 ― 23,000 ― 18,127 ― ―

　

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
　

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 22,900
――

権利内容に何ら限定のない当
行における標準となる株式
で、単元株式数は100株であ
ります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,911,400 229,114 同上

単元未満株式 普通株式 65,700 ―― 同上

発行済株式総数 23,000,000 ―― ――

総株主の議決権 ―― 229,114 ――

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」の株式数の欄は、全て当行保有の自己株式であります。

２ 「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,800株含まれて

おります。また、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が18個含まれておりま

す。

３ 「単元未満株式」の株式数の欄には、当行所有の自己株式が30株含まれております。

② 【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社福島銀行

福島県福島市万世町
２番５号

22,900 ― 22,900 0.09

計 ―― 22,900 ― 22,900 0.09

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

２ 当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自 平成30年10月１日 至

平成30年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部

現金預け金 63,776 71,570

商品有価証券 119 147

金銭の信託 7,627 7,871

有価証券 ※2 144,696 ※2 123,488

貸出金 ※1 503,697 ※1 500,036

外国為替 163 216

リース債権及びリース投資資産 3,662 4,009

その他資産 17,013 16,614

有形固定資産 10,071 9,966

無形固定資産 347 347

繰延税金資産 11 10

支払承諾見返 432 313

貸倒引当金 △4,846 △4,534

資産の部合計 746,773 730,057

負債の部

預金 701,089 690,406

借用金 8,775 7,900

外国為替 - 5

社債 1,500 -

その他負債 2,467 2,967

賞与引当金 155 42

退職給付に係る負債 1,769 323

睡眠預金払戻損失引当金 142 151

利息返還損失引当金 3 3

繰延税金負債 61 18

再評価に係る繰延税金負債 650 650

負ののれん 125 31

支払承諾 432 313

負債の部合計 717,172 702,813

純資産の部

資本金 18,127 18,127

資本剰余金 1,253 1,253

利益剰余金 9,087 9,233

自己株式 △19 △19

株主資本合計 28,449 28,595

その他有価証券評価差額金 437 △2,092

土地再評価差額金 710 710

退職給付に係る調整累計額 △153 △130

その他の包括利益累計額合計 994 △1,512

非支配株主持分 157 161

純資産の部合計 29,601 27,244

負債及び純資産の部合計 746,773 730,057
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

経常収益 10,515 9,556

資金運用収益 6,691 5,591

（うち貸出金利息） 4,772 4,565

（うち有価証券利息配当金） 1,878 988

役務取引等収益 1,353 1,742

その他業務収益 385 202

その他経常収益 ※1 2,084 ※1 2,020

経常費用 10,237 9,364

資金調達費用 246 166

（うち預金利息） 197 147

役務取引等費用 895 828

その他業務費用 1,053 439

営業経費 6,291 5,970

その他経常費用 ※2 1,750 ※2 1,959

経常利益 278 191

特別利益 47 0

その他の特別利益 47 0

特別損失 25 1

固定資産処分損 2 1

減損損失 22 -

税金等調整前四半期純利益 300 190

法人税、住民税及び事業税 44 37

法人税等調整額 78 1

法人税等合計 122 38

四半期純利益 178 151

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 4

親会社株主に帰属する四半期純利益 177 146

決算短信（宝印刷） 2019年02月08日 10時10分 17ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 14 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 178 151

その他の包括利益 988 △2,507

その他有価証券評価差額金 975 △2,530

退職給付に係る調整額 13 23

四半期包括利益 1,167 △2,355

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,166 △2,360

非支配株主に係る四半期包括利益 0 4
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

破綻先債権額 630百万円 1,095百万円

延滞債権額 11,458百万円 9,945百万円

３ヵ月以上延滞債権額 42百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 30百万円 ―百万円

合計額 12,161百万円 11,041百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※２ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する保証債務の額

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

4,517百万円 11,548百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

償却債権取立益 227百万円 102百万円

株式等売却益 311百万円 289百万円

　

※２ その他経常費用には、次のものを含んでおります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

貸出金償却 0百万円 0百万円

貸倒引当金繰入額 339百万円 305百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの償却額は、次のとおりで

あります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 487百万円 461百万円

負ののれん償却額 △94百万円 △94百万円

　

(株主資本等関係)

　

前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 459 2.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

決算短信（宝印刷） 2019年02月08日 10時10分 20ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 17 ―

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント(百万円)
合計

(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

銀行業 リース業
クレジットカ
ード業・信用

保証業

経常収益

外部顧客に対する経常収益 9,126 1,183 129 10,439 76 10,515

セグメント間の内部経常収益 23 53 1 78 △78 ―

計 9,150 1,236 131 10,518 △2 10,515

セグメント利益
(△はセグメント損失)

128 88 △31 184 94 278

(注) １ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２ 外部顧客に対する経常収益の調整額76百万円は、貸倒引当金戻入益の調整額△18百万円及び負ののれん償却

額94百万円であります。

３ セグメント利益の調整額94百万円は、負ののれん償却額であります。

４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

報告セグメント(百万円)
合計

(百万円)銀行業 リース業
クレジットカ
ード業・信用

保証業

減損損失 22 ― ― 22

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント(百万円)
合計

(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

銀行業 リース業
クレジットカ
ード業・信用

保証業

経常収益

外部顧客に対する経常収益 8,133 1,202 152 9,488 68 9,556

セグメント間の内部経常収益 23 54 1 78 △78 ―

計 8,156 1,256 153 9,567 △10 9,556

セグメント利益 35 61 0 97 94 191

(注) １ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２ 外部顧客に対する経常収益の調整額68百万円は、貸倒引当金戻入益の調整額△26百万円及び負ののれん償却

額94百万円であります。

３ セグメント利益の調整額94百万円は、負ののれん償却額であります。

４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

３ 報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、従来「その他」に含まれていた「クレジットカード業・信用保証業」について量

的な重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分により作成したものを記載しており

ます。
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(金融商品関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

　前連結会計年度（平成30年３月31日）

科目
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

現金預け金 63,776 63,776 ―

金銭の信託 7,627 7,627 ―

有価証券 143,578 143,667 88

貸出金 503,697

　貸倒引当金 △4,792

498,904 499,692 787

預金 701,089 701,270 180

借用金 8,775 8,774 △0

　当第３四半期連結会計期間(平成30年12月31日)

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

現金預け金 71,570 71,570 ―

金銭の信託 7,871 7,871 ―

有価証券 122,152 121,605 △546

貸出金 500,036

　貸倒引当金 △4,490

495,545 497,030 1,484

預金 690,406 690,534 127

借用金 7,900 7,899 △0

(注) １ 現金預け金の時価の算定方法

　 預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

２ 金銭の信託の時価の算定方法

　 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券につ

いては、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっておりま

す。投資信託は公表されている基準価格又は取引金融機関等から提示された基準価格によっております。

３ 有価証券の時価の算定方法

　 株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。投

資信託は、公表されている基準価格又は取引金融機関等から提示された基準価格によっております。

　 自行保証付私募債は、発行体の内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規発行を

行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

　 なお、満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものに関する注記事項につ

いては「(有価証券関係)」に記載しております。

４ 貸出金の時価の算定方法

　 貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新

規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間のも

のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

　 なお、貸出金に含まれる仕組ローンについては、取引金融機関等から提示された価格によっております。

　 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等

に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結決算日(連結決算日)における四半期連結貸借

対照表(連結貸借対照表)上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額

を時価としております。
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５ 預金の時価の算定方法

　 要求払預金については、四半期連結決算日(連結決算日)に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみ

なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り

引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いてお

ります。

６ 借用金の時価の算定方法

　 借用金はすべて固定金利であり、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の新規借

入において想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間のものは、時価

は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

(有価証券関係)

※ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

１ 満期保有目的の債券

　前連結会計年度(平成30年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

国債 1,505 1,797 292

社債 4,517 4,251 △265

その他 499 561 61

　外国証券 499 561 61

　その他 ― ― ―

合計 6,521 6,610 88

　当第３四半期連結会計期間(平成30年12月31日)

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

国債 1,504 1,792 287

社債 12,748 12,015 △732

その他 4,168 4,066 △101

　外国証券 499 549 49

　その他 3,668 3,517 △151

合計 18,421 17,874 △546

決算短信（宝印刷） 2019年02月08日 10時10分 23ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 20 ―

２ その他有価証券

　前連結会計年度(平成30年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

株式 3,553 4,263 709

債券 60,337 60,577 239

　国債 42,581 42,760 178

　地方債 2,267 2,272 4

　社債 15,488 15,544 56

その他 72,684 72,215 △468

　外国証券 3,206 3,283 76

　投資信託 69,477 68,932 △545

合計 136,576 137,056 480

　当第３四半期連結会計期間(平成30年12月31日)

取得原価
(百万円)

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

株式 4,254 3,722 △532

債券 45,335 45,565 230

　国債 34,519 34,706 187

　地方債 2,234 2,243 8

　社債 8,581 8,616 34

その他 56,233 54,442 △1,790

　外国証券 3,805 3,846 41

　投資信託 52,428 50,595 △1,832

合計 105,823 103,730 △2,092

　(注) その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額(連結貸

借対照表計上額)とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間(連結会計年度)の損失として処理(以

下、「減損処理」という。)しております。

　前連結会計年度における減損処理額は、投資信託320百万円であります。

　当第３四半期連結累計期間における減損処理額はありません。

　なお、減損処理にあたっては、当第３四半期連結会計期間(連結会計年度)末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％から50％程度下落した場合には、回復の可能性を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っております。
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(金銭の信託関係)

該当事項はありません。

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないた

め、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 7.71 6.37

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 177 146

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益

百万円 177 146

　普通株式の期中平均株式数 千株 22,978 22,977

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 平成29年10月１日付で普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成31年２月７日

株式会社福島銀行

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 牧 野 あ や 子 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 原 透 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福島銀

行の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福島銀行及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成31年２月８日

【会社名】 株式会社福島銀行

【英訳名】 THE FUKUSHIMA BANK, LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 加 藤 容 啓

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 福島県福島市万世町２番５号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社福島銀行 大宮支店

（埼玉県さいたま市大宮区宮町二丁目81番地

　いちご大宮ビル４階）

（注）大宮支店は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所で

　 はありませんが、投資家の便宜のため縦覧に供する場所とし

　 ております。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行代表取締役社長加藤容啓は、当行の第153期第３四半期（自 平成30年10月１日 至 平成30年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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